
インドネシア経済産業省
ジョイント・イノベーション・
プログラム参加者募集！

企業育成支援 主催 インドネシア経済産業省、ASEAN-NAGOYA CLUB
後援 名古屋大学大学院国際開発研究科、名古屋大学大学院経済学研
究科、愛知県、名古屋市、中日新聞、中部経済新聞

2017年
9月13日(水)第六回プログラム
１３：３０－１５：００（受付13:00開始）

時代は、中小企業自らの手によるグローバル化

TEL:052-243-２３２８ご 予 約
お問い合わせ

2017年
4月開講

日時

特色1

中堅中小企業のグローバル化・教育インフラ

ASEAN-NAGOYA CLUBとは、名古屋大学卒業の経済人がASEAN留学生を支援するボランティア組織です。

参加費
無料

ＡＳＥＡＮシリーズ第一弾！
人口2億5千万人の大国インドネシア

特色2

特色3
対象業種：全産業に門戸を開き、わかりやすく解説

インドネシア政府と一体化したプログラムで支援

多数のお申し込みが予想されます、http://asean -nagoya -club.com/ より記入シートにご記入いただき、お早めにお申込み
下さい。定員の都合によりまして、ご希望に添えない場合がございます。予めご了承下さい。

大手企業中心の海外展開は終わり、日本の中小企業自らが、海外に乗り出す時
代となりました。中小企業のためにグローバル化を支援する。本プログラムのミッショ
ンはここにあります。

今やグローバル経済では、相手国の政府と一体化した支援が必要です。本プログラ
ムはインドネシア経済産業省の第一線の講師陣との価値ある共同企画です。

製造業中心の海外展開の時代から、その他産業へ。業種は広がりを見せています。
農林、水産、漁業、鉱業、製造、建設、不動産、商業、流通、金融、ホテル、飲食、
専門サービスなどあらゆる分野の企業のグローバル化を支援いたします。

世界最大の自由貿易圏ASEAN共同体へアクセス！

会場は交通至便
栄の中心

http://asean-nagoya-club.com/


ASEAN-NAGOYA CLUBは、名古
屋大学卒業の経済人で2014年に
設立されたボランティア組織です。
ASEAN各国の名古屋大学留学生
を強力に支援し、日本とASEAN地
域の関係強化を目的としています。
私たちは日本とASEANの人々の未
来を輝かしいものにしたいと考えてい
ます。

2016年ＩＭＦ調査によれば、インドネシアの経済規模(ＧＤＰ)
は、オランダ、スイスを上回る世界第16位、人口は世界第4位
（2億5千万人）、しかも平均年齢28歳。人口減少、高齢化が
著しい日本に比べ、非常に魅力的な大国とえいます。

プログラム内容

大国
インドネシア

Inclusive Economy

世界の大国へと駆け上がるインドネシア

プログラムの特徴

名古屋大学関係一流講師陣

インドネシア経済産業省講師

政治・経済・社会・文化

インドネシア留学生との対話

海外活動で最も大事なこと

中小企業のグローバル化の壁

信頼おけるパートナーにいかに出会うか

WIN-WINの基盤は文化的相互理解

あなたの会社をサポートASEAN-
NAGOYA 
CLUB本部

ジャカルタ
ジャワ

カリマンタン

スマトラ
スラウェシ

ASEAN-NAGOYA CLUB本部
〒460-0008
名古屋市中区栄4丁目14番31
号栄オークリッジ９Ｆ
http://asean-nagoya-club.com/

ＵＳ

私たち日本人は、成功した国であるために、日本のやり方が正しいと思い、他国に押し付けようとしがちです。し
かし、国の数だけ方法が存在します。日本でも昔と今ではやり方が異なります。相手国の人々の考え方を理解
し、尊重して接する。文化的理解が最も重要です。

中小企業の海外展開における大きな壁は情報力、人的ネットワークです。確かな情報がつかめないまま進出
する。また社内に人材がいない、教育の仕方もわからない。海外ビジネスに興味はあるが、どうしたらよいかわか
らない。これが中小企業のグローバル化の現実です。

・インドネシアに進出したいが、どうしたらよいか、きっかけがない。
・インドネシアに関心ある他の企業と一緒に学びたい。
・投資、貿易、いずれかを手がけたいが、どんな進め方をしたらよいかわからない。
・インドネシアに会社をつくりたいが、会社の設立方法がわからない。
・信頼がおけるパートナーに巡り合うには、どうすればよいか知りたい。
・インドネシアに進出したものの、展開が不十分。再構築したい。

たまたま出会った現地国の人を信頼して、進出する。または貿易をする。しかし、その結果、大きなリスクを抱え
たという例は後を絶ちません。あの国は信用置けないと思う人が多い。国が悪いのではなく、パートナー選定に
大きな問題があったと言わざるを得ません。

WIN-WINの関係を築きたいといいます。しかし、自らの利益のみを強調するあまり、他国と対立することがよく
あります。相手国の文化が求める商品とサービス、自国が売りたい商品と、サービス。そのカギを握るのは、相手
国の文化、すなわち、価値観、思考方法、習慣などの正しい理解がWIN-WINをもたらします。

文化と経済

こんな企業
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第六回目 2017年9月13日（水） インドネシア進出の経営上の留意点
帝京大学 経済学部 教授  並河 良一氏

（元・名古屋大学教授）

ジョイント・イノベーション・プログラム

以後も毎月予定

インドネシアに進出する場合の経営上の課題、人材・技能育成等について、経済、文化、宗教、ハラルの
観点から初心者にも分かりやすくご講演をいただきます。


